
アメリカ学校経営理論の展開過程

永間 j顕

アメリlカの学校経営陀.:j;.¥，、て、今日、何が学校経営の国有の信頼すべき理論であるのか、ある

し、は学校経営の理論は、独自の発展を、学校教育の展開過程と歩調を合わぜて遂げてきたといえ

るのかどうかが、あらためて関われてきている。学校経営は、実は借り物の理論κ終始している

という批判もあり、それをどのよう κ受け止め、検討したらよいのか。とれは困難な問題だが、

とれまでのアメリカ学校経営の展開の過程の素拾を試みる中から、その糸口を探究していくこと

が可能であると忠われる。学校経ー営Kは、教育現象をめぐる学校とじての独自の問題解決κ貢献

する持活理論がるるはずだ、とは学校経営研究者の多〈が考えている。しかし、それはいか托し

たら犠き得るのか、その方向と内容は、いをもって惇突なものを提示できる段階にまで至ってい

なL、のではないか。 ζ とKあらためて学校経営のこれまでの理論的経緯を辿ってみる根拠がある。

合衆国の学校経さきは、語源的陀は School administrationである。それは日本の教育行

政と学校経れ:あわぜたものに近似しているF その理解のもとに、とこでは「学校教育jをめ
ぐる総合的な経営管理問題を解明してい〈理論を追う、というととで、学校経営の用諾を用いて

L、く。

本稿では、一般経営理論との関連で、:字;校経立の理論がどのような過程を辿ったかを、一般経

営学の領域そのものよりは、学校経営領域の論者や研究者を考践しながら考察していぐととにす

る。

1 機械的能率論の信奉

合衆t留にふみける学校経営K関する科学的探究のための各種の仮説の発展は、その基礎となる現

論的、概念的枠組みを立てなまfし、組みなおしながら展開を重ねてきた。しかし、それは新し〈

もあり古〈もある、といわれるものであった。 rあるものは少しばかり古〈て新しかったり、あ
るものは借り物であったJといわれるかと患うと、学校経営の鍵概念のほとんどは、教育以外の

行政や経済の分野で生れたものである、とし川、切るものもいるO そのような他の領域への依存度

の大台さが、学校教育の実践にとって重要な意義を持つにもかかわらず、学校経営の理論や概念

について、十分な関心や検討が与えられて ζなかった大きな理由の一つにもなっている。

初期の学校経営の理論は、実践の解説に傾斜したもので、古くさいものであコた。 たとえばア

リストテレスの哲学の権威を背景Kしたようなもので、 19世紀後半から 20 世紀へかけての頃

は、それが教育行政や学校経営の理論的根拠のーヲ(疋別用されていたのである。たとえば、セン
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トノレイスのテリーハリス(T e r r e y Ha r r i s; 1 8 3 5.....__ 1 9 0 9) ， ポストンのヒノレブザック

(J. D. Phi lbr ik， 18 I 8 ----1886)、ニューヨークのランダノレ (8.S. Handall， 

1809........1881) などは、教育委員会の学校経営管理花実践的指導的貢献をしたが、当時Yてな

いては、経1;1;の法的権限は、各領域κわたって総合的な分化以前の状態で少数の教委構成メンバ

-vと委ねられていた。教青委員あるいは教育長の個人的な家父長的権威だけが、諸権恨の委託を

可能Kし、遂行の確実さ壱保障するものであるかのように見られていたのであるつ

今自の時点からみるとき、当時の経営概念は古色蒼然たるものであり、 20世紀K入フて、継

続する学校経営をめぐる理論も、少なぐとも当初は、他の領域からのM 借り物"として評価され

ざるを得ないものだった。すなわち、テーラー CFrederikW. Taylor)の科学的管理を受

け入れて、学校経営者たちは、能率と正確さを指向する事務処理を本命とする経営論を信悲しだ

すのである。学校経営研究者の論は、その理論iねな反映として奉仕する。

科学的管理法の述動が、 I 8 8 0年代にテイラーの主張K端を発してはじまり、企業合理化が

推進され出したのは周知のと令りである。いわゆる 19世紀末から 20世紀初期へかけての産業

革命の第 2羽詰のアメリヵ産業社会史VCjシける重要な一連の運動で、経営札機、特比企業体の最

高能率獲得の管理J京員Ijを見つけ出すととろにねらいがあったo1) とれが、当時の産業社会の発展

による経営管理事務の膨張、地方行政管理機関の経営的失権、に対する行政機関、企業、各認の

組織体に恥ける科学的管理論の受容となって展開した。

学校経営の関係領域で注目されるのが、原価計算 Ccost accountiロg) VC↑認する主恨が、

1 9 i 0年代のブランク‘スボウノレディグ (Frank Spaulding)などによって行われている

のであるo2) 彼は全国教育大学教官研究会 (National Society of OoJ lege Teach-

ers of Educλt i On )でそれを強調している。 スボウノレディングは、公立学校におーける科学

的な能率 Cefficiency)の必要を指摘した。職務の実践的遂行の観点から、学校経営者が訓

練されなければならないことを強調、そうすれば、正確で有効な事務処理の実を上げうるだろう

と主張したのである。

フランクリン‘ポピット (Pranklin Bobbitt) は、本来カリニヤュラムの専門家だが、 地

方学校区問題附翼連して学校経営K言及し、 NSSEの191 3年の年報で、学校経営問題分析

の産業技術的観点からの能率的運営をやはり強調している03) これも当時の科学的管理論の立

場からの影響を代表するものでbって見逃せなL、。さら Kこの時期U亡、注目 5れるのが、コロン

ピア大学教育学部のジ'ョ -c:/'ストレイヤー(Ge 0 r g e S t r a y e けによってなされた学校経営

陀対する科学的管理論の多様な適用である@ストレイヤーは、学校経営者養成計画 (School

A dm i n i s t r a t 0 r T r a i n i n g P r 0 g r a m s )の発展や学校経営へのコンサルティング等の

活動K参画し、多面的な影響を合衆国全体の経営者たち陀与えた。その内容は、科学的管理の原

則と万法民基礎を置いたもので、ピ、ンネスマネヅメンド、ノぐプワックリレーションズ、施設管盟運

営K関する有効な技術の学校経雷への適用と展開の領域にあたるものであった。

学校経営の古典的著作権としてその存在がわが留でも注目されたスタンフォード大学のカパν
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一 (E1 1 wo 0 d J>. 0 u b" b e r 1 c y )が、やはりとの 10年代花、著書Public School A~ni­

ri.istrat ionを通して大きな影響をJ子えている04)彼は、学校経営者を M 企業の船長刀 (0a-

ptぇin of Industry)と見なし、学校の管玉虫‘運営の財政的、技術的側面を強調した。それ

は一面、きわめて機械的な経営機構の観点を基礎(iiζしながら、他国、慈悲深い専制君主 (a be-

nevolent despot) として学校経営者を規定する見解を提起したのである。科学的管理法の

連動の中で、 ζれらスボウ jレディング、ポピット、ストレイヤ一、カパレーの系列の学校経営論

は、学校経蛍を機械的f.ì~~主15命をもって再構成し、実際的効率を指向した理論であった。

2. 人間関係論から民主的意思決定機構へ一一理論と実践の政行ー一一

新しい学校経営の理論的展開がその後開始するのは、 19 3 0年代vc入ってである。いうまで

もな<r人間関係論 jと名づけられる新たな観点の経営管沼への導入だが、ずでvてそれは半世紀
も前のことである。人間関係論児よって配色された学校経営論は、産業やビジネスからのストレ

ートな借用物という・だけのものでなく、組織にj:.，>けるインフォーマノレグループの概念を生み出し、

づけたという意味で、斬新なものであった。しかし正確Kいえば、 3 0年代以前κ人間[生!係

論的見万がなかったといえば明らかに誤りた、ろう o たとえば、ポピットは、工場労働者にたとえ

て教師を論じ、カバレーは、教師の作業者としての待通の仕万、取り扱い方を企業管沼の原良Iji~ 

念頭に強調した。それらの中で、教師K対する思いやりのある取り扱い(s ymp 0 t h e t i c t r c-

atmen t) VC言及し見逃してはいなL、。ただ、それは明らかに教師たもの技術者(t♂c hn i c i -

3n) としての存在(あり方)な強く主張したのであって、その場合の教師は、学校教育の経営

1~f理花関する専F引力な意思決定(i(ζ組みiろまれる人々ではなかった。忠いやりのある取り扱いを重

視するという処遇の仕方は、技術的効率の向上κ対する必要性との関連で述べられたもので、経

営!¥jあるいは専門的意思決定に参加すべき主体としての考え方(ζ沿いて不足していたのである。

ヱノレトン・メイヨー (Et t on May 0 )は、 1923----26年のイノレミネーγョンと労働者の

生定性の関連の実験K引きつづいて、 19 2 7.........3 2年 vζホーソン工場で有名なホーソン研究

(l缶、vthorne studies)を行って、インフォーマノレグループめ認識の霊要性を実証した05)

経営管理は、かつての機械的な能率本位の非人間的な側面の修正を科学的管理法K求めて変化し

ていった。しかし学校経営の実際は、依然!日態を脱しきれなかった。

193 0年代は、世界の経済界を震憾させたデJ レージョンの時期で、教育界への影響も深刻

なものがあった。 20年代後半から教脊人口の増加の傾向がスピードアップするが、 30年代Vて

入るといっそう拍車がかかってくる。学校でのクラスサイズは初等教育段階で、それ主で見られ

なかったような大規模クラスが出現する。教師の給料は遅延したり、現金ではなく、支払いを約

束する保証書あるいは支払通知書で支払われた。その証書や証券類は金融機関から手痛いディス

カウントを強いられて、教師たもの困窮をさらに拡大させた。とうした状況下だったのだから当
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然のととだが、学校経設は、教育施設、教職員、教材、管理運営事務処玉虫等の経費計算の操作任、

主要な目標と手段を奪われ、いか托して経済的な損失を防き¥止めていくかに精力を注いでいっtc.o

人間関係論への新たな認識や適用は、実は 30年代の学校経堂のスタイルの中では、活かされず、

依然として能率至上の科学的管理論の上Kほとんどの学校が存在していたのであるO 人間関係論

的学校経営理論は、実際の学校経営者 (School administrator!! =教育行政機関、学校

管理関係者)たちの頭上を通過していたのである O

194 0年代の 10 年間もきびしい捉え方をすれば、首尾一貫した調和のとれた 1筏営活動の展

開が行われた時期だったとはいえなL、。調和のとれた、というのは修正を指摘された機械的で‘没

人間的な経営管理を克服して、自擦の1あイ動的達成を士、組織要素のはなはだしい矛盾や相克を無視

して行われるような経堂ではなし¥というととであるO 学校経営理論は、烈しい社会的、経肉的

変動の中で、動揺し続けるのである。

そうした状勢下にあって、学校経営者や論者のあるものは、にわかK学校経営の実践tになける

民主主義(D e!i1O c r a c y )を強誠しはじめるO その趣意と万向が、クープマン(乱 obertG. 

Koopm an )、 ごーノレ (Alice Miei)、 ミスナー (Paul J. Misner )らK よって、 f学

校経営にさずける民主主義_j (Democracy in School AdmInistration， I 943) とし

て主張されたo6) とれは、当時の学校経営の理論と実践の披行状況と限界を打開するものとして

教師の経詰参加への指向を示唆したもので、人間関係論的学校経営論の実際的形態を打ち出そう

としたものである。たとえば、学校経堂の民主化を強調し、指導行政 (Supervision)の一万

的実践や内容を教師の要求との関迷で考えるべきとと、あるいは、教師たもの中に辱門的な各種

の委員会を積極的κ構成することなどを主張、インストラクターとしての教師なただその枠i乃花

留めるのではなし経済的課題解決の役割を担う責任のあることと、その自覚を群認し育成して

いくととの必要?と指摘したのである。現戦教育計画に対しても、以上の配慮から従前とは異ーなっ

た特別の内容を組み込んでい〈ととを論じている。たた

教i伺師R知jをを7学，校佼'縫径l蛍蛍陀参力加日させるとしながらも、本質 viζ;かいては、経営管理の意思決定への機構や運

営への積極的な参加を規定したとはI.'¥'、がたく、教師の学校内活動児むいて、経営への役割関連

を重視しながら、いわば準経営的課題 (Sem i - a dm i n i s t r a t i v c a s s i gn me n t s )解決の

実効子るけ.ていく役割を期待したのである。ヵート‘ノレクイン(K u r t. Lew i n )も類似した観

点から、教師の各種のグノレープに、民主化Kj:，.ける新たな意義を強調しているのも注目されるZ)

3. 社会科学・行動科学的経営論の拾頭

第 2次大戦の動乱の時代を前半に、戦後の冷戦と朝鮮戦争を後半に;t.く 40年代から 50年代

κかけては、一低経堂の領域Vとないては、未曽有の激動の時代だった。急速K増大する軍事基地

や戦争産業センターの建設と運営K血まなこ妃ならなければならなかった。そのためκ必要な経

営者やi専門技術者、一般労働者の養成が計画されなければならず、巨大軍挙基地や戦争;産業セン
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ターは、必然的』てjシどろ〈べき人口をひきつけ、そζK予想もされなかった教育施設の建設の必

要をもたらした。教育の領域の経営者や教師たちが動員され、全国的な規模での動員、と編成児力

が注がれた時期であった。日本の場合もそうだったが、合衆国花沿いても多くの教師や学校経営

関係者たちが戦場κかり出され、あるいは戦争産業κ従長した。アメリカの場合は、教師や学校

経営の多くのものが徴兵からはまぬがれている。しかし、動員の波は決して平穏なものではなか

った。明κ合わせのスタッフや臨時の経営者たちが、急速に変化する教育人口の中で、建物や教

育的資材の不足子かかえる緊急、の-~]j: !!ffivc適切花対処するととを強制されていったo

連邦教育Fii]OJ調主Uてよると、初等中等の教育人iコは、 19 5 0年代までlモそれ以前との比較で、

44 %も増加し、さらに 1960年代には 29%が増加している。第 2次大戦前後からの 10数年

間の人口の拡大は、戦後κ:j:，，¥，、てとく κ著しいが、戦争の遂行のための経常体制の再編ととも {fC、

教育人口の増大が、学校経営者{モほとんJ解決不能ともいうべき諸問題を投げかけたととは看過

できなL、。つまり増大比増大吉重ねる学校規模への対処、乏し¥，'r蛾員要員1i{fi!tcrコ抗争、と〈児教

師の不たが継続し、補充の救師の質的劣悪さが問題Vとされたりした。恒常的(1て拡大する地方、州、

連邦政府の教育財政状況も、納税者iVて負担を増大させる元凶のーっとみなされるといった問題が

慢性化し、学校経営の活動は、その自由を大きく拘束されるありさまであったo 4 0年代を通じ

て人間関係論や民主主義の理論的必要を指通された学校経営は、実際の経営の場面では、理論と

の采舵を露呈していたのである。

1 9 5 0年まで(!に会社企業は、経済的効果と社会公共的責任とのこつの観点から、経営の新

しいEH論的基礎を模索していた。第2次大戦とその後の冷戦問題の時期での激烈な主主的生産の向

上が、それを要求したのである。生産能力と国家の福祉との閉め関係を強調し、明白[屯する経営

活動が展開されるととが見逃せないものとなっていたo ¥，川、かえれば、ある弓的達成効果との関

連で、経常が考えられ、展開されるものでなければなら7μ、との認識が，社会的経済的条件環境の

重視五c:aな;琵K成立し、容認されるとの経営観が拾顕するのである。

にと陀至って、一昔前の経営g;mがみな jシされて再登場する。たとえば、 1 9 3 8年のノミーナー

ドの「経営者の役割J( 'fh e F u n c t i 0 n s 0 f t h e Ex e c u t j ve )である08)イギリスのダグ

イストック (Tav i s t 0 c k )の社会的技術システム(s 0 C i 0 -t e c hn i c a 1 s y s t ems )の用語

が合衆国の学校経営の舞台Uてあらわれて、普及しだしたりした。 9) ハーバード・サイモン (H-

erber t S imon ) の19 4 5年のAdministrative Behaviorは、産業社会だけでなく、

行政機関の管理を含むあらゆる経営者階層にとって不可欠のテキスト Kなった010)バーナードの

ものは、経営管理Kなける社会科学の適用を強調し、サイモンは意思決定Vとついて重視する。そ

うした中で、 トリスト(E r i c L. Tr i s t )の「ある環境条件内氏なける組織Jの観点は経堂の

新しい概念化の礎石になってL、くo 1 9 5 6年陀、グリアイス CDaniel E. Griffiths) (rC 

よって、 「学校経営Vてなける人間関係論J (H Uffi a n Re J a t i 0 n s i n S c h 00  1 A出linistra-

t i on )が警かれているが、とれはすでに述べた人間関係論的学校経営論考察の絶頂期を示すも

のとして評価される。しかし、との時期比は、 仁思いやりのある取り扱いUてよる講和のとれた経



営J的ホーソン以来の人間関係論運動は哀徴し、終末に近づきつつあったのである。

グリアイスは、 1950年代から 60年代へかけての経営論の特徴をその後解明するが、それ

はNSSEの19 6 4年の第63年報の「行動科学と教育経営JV(沿いてでるる011)グリアイス

はその中で、当時の学校経営理論を最も代表するのは、ヤコブ、グッツェノレス (Ja co b‘Cre t z-

e 1 s )の社会的概念 (sociological concept)であるととを示唆している。すなわち彼の「

社会過程としての教育経堂Jで、社会的組織環境条件との関連におおける学校経営の問題考察の特

質と必要を解明し論じたものであるo12) とのNSSEの年報は、社会科学的、行動科学的経営

淫論の構築へ向けて大きな実績を築いたもので、グ 1)アイスによれば、今日の学校経営理論はと

こから出発すると自負する。との中で、 リチャード‘ロンズデーノレ(R. i c h 3 r ci O. Lo n s d a 1 e) 

は、強力にγステム概念を理論的基盤として学校経Jf:tvc導入適用する立場をとり、あらためてパ

ーナードの平衡理論 (theoryof equi J ibr ium)の上Kむきなjシしたo とのほかウィリア

ム・ディノレ CWi11 iam 九 Di11) はすイモンの意思決定論の理論的基夜~ (/C立ちながら、 新Tこ

な~t念構成を試み、ローレンス‘アイアンナコーン (Laurance Iannaccone)は、教育を政

治学的K捉える視角を重視して、 「教育の政治学J，にないて政治論の概念 (political theo-
13) 

ry concept)からの経営問題の把握を徒弔した。

4. 社会的変化の中の学校経営

これらの新しい経E!;の概念化の基礎に共;U主した理論的根拠があるが、それは次のような点であ

る。①組織に沿いて白的の存在は不可欠のものである。②明確な役割j設定が、動機づけの過程の

有効性の向上にとって絶対 K必要である。③経営管理者躍は、組織Vζ;ふaいて働く構成員と仲間で

ある。④組織VCIシいて協働する個々人は、目的を達成するととを欲求している。⑤意思決定は作

業者各人の機能であり、分権化された意思決定が、勤務の秩序を構成するものでなければならな

L 、。⑤コミュニケーγョンの体制は意思決定を適切Vとするための基礎であるO 以上のような、目

的、動機づけ、コミュニクーション、意思決定の体t1l1J等に新たな解釈と;意味づけが行われ、とれ

らが学校経営の概念構成の基礎的要素として重視されていく。大学教育学部のスタンブや研究7者

たもの間での異なった見解とみられるものの中比も、とれらの観点が共通項として存在した。し

かし、企業、学校のいずれの場合Vておいても、 ζれらの理論的基礎が実践の上に大きな影響を及

ぼし共現されたが、というと必ずしもそうではなしむしろほんのわずかの影響しか持たなかっ

た。理論と実;践グ右往離がと ζでもみられたのである。

たしかに大小さまざまの多くの企業や会社組識で、るる程の新しい経雷管理のあり万を目ざし

て、行動科学の玉虫;論を基礎K実践がなされたことも bフた。しかしその事実Kもかかわらず、 ロ

パート‘オーノレプノレック (Robert O. Allbrook ) は、 1 9 6 7年 5月のフォーチュン紙で、

次のように述べている014) すなわちミシガン大学の社会科学研究所長のレンシス・リッカート

( Re n s i s L i k e r t )は、「最も顕若な企業管理のスタイノレは、慈悲深い専詰IJ支配かあるいは独
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裁的管理と合議的管理(con s u 1 t a t i ve m anλge men t)との境界線上[ぞあるJといっている

というのである。そしてさらにオーノレプノレックは、 ワッヵートの論に向調しながら、それが何K

帰国するかというと、組織成員の人間的欲求や動機を無視して意思決定が、単K利潤追求の基礎

(t(ζ立って為されているからだというのである。組織活動の最低収益点(p r 0 f i t ma r g i n s )の

向上の論理の優先が、時には根拠のない恋意的な背景からのよう κ思iわれる時でも、しばしば組

織を支配し、活動の過程で成員の基礎的人格のー影たをひき起としている。組織構成員集団の経詰

参加の可能性を国難托しているのもそのためである、と論じている。

現論と実践の聞のずれの問題は、学校経営の状況の中にもみられたが、理論に基づいた;調和の

ある首尾一貫した組織化と遊説という点では、企業Uてなけると同様の、いわば経済的な収益率向

上苛目指して、学校構成長の欲求や動機から離反していたのである。さきにあげた経堂の新ナ、こな

根拠7こるべき共通項も現実には空転していたoやはり、きびしい学校教育なとりまく社会的経済

的問:訴状況が、依然継続し、それカ明:転するどとろか、いっそう学校経営を拘束する方向Vとあっ

たからである。 技師不足、教育財政的基礎への各学校の不安、施設、教汗資材Oi確保内閣離さ K

I.mえて、知識の爆発的拡大に伴う教育内容、方法の変化や増大する高等教官への教育人口 K対す

る学校の準備的対応なども、学校経営を当面の現実関理処理の即効i的姿勢力Aら脱出するととを抑

制したのである。しかもなj;，... 6 0年代Kは、人種差別廃止、心身障害児の教育、学生の:学内k

Jl'"ける権罪IJの変化u、わゆるスチューチントパワーなどの社会的諸問芯が縦続してい;5O

各組内教斉!杓諸問題が議u、かかるよう児学校?と η巻き、学佼経営児[掲係する教委関係者や校

長たちは、緊迫した意識感で翻弄されるものも少な〈なかフた。 彼等が主催する会合や現職教育

それ.vc出版物などでは、理論的配慮よりも当面する諸問誌をいか~てうまく処理するかK頼

っていたo たとえそれが一時的な見せかけの読な的解決でゴうってもである。との猛烈な社会的、

卒女子守的変化のる 0年代の!時期K、各地で学校経;営者養成計画や現織教育ff1函が教委を中心に行わ

れているが、当時の教育問題を適切Vζ処理ーしうる教育幹部を送り出す ζとはできなかったのであ

~..)。

シンシナチー市の教育長だった，ポール・ ξラー (Pau 1 Mi 1 1 e r)は、人種問題と経済的な問題

が、教育(fiζなける解決:不能な経堂開 j誌だと述べている。とくに都市地区にふ・いてそれは深刻で、

その解決ぬま新しい学校経堂の考え方が要求されるとしている。都市の教青的問!遺児ついてほ、

教育社会学者のハビガースト (Rober t J. Ha v i 計nnst) が、 67年のNSSEの年報でィ大

都市地域を複雑な要素や社会的組織集団が錯そうして、本質的Kよ〈分らない地域社会(unp-

e r c e i ve d c () mm lln i t y )だとしているが、それが都市学校教育をいっそう関難なもの托して

いると見る。彼は都市 Lて恥ける錯そうする組織は、労働組合、社会的公共的諸施設、大学、交響

楽団その他文化的諸国体など多数あると見るO また大都市とその周辺地域社、交通輸送計画、文

化的諸機i謁や諸ー企業の配置、水道供給、どみ処理、資源保護などの計部地域と認議している。15)

学校教育や学校経営計画も、必然、的にそうした諸計画や状出の変化との関連で考えられなければ

ならな〈なってくる。知識の拡大陀呼応する高等教育への要求は、公教育の再配置言tj函や新設の

-16-



教育機関を必要とするに至り、人種差別問題は、ある特定の集団だけの問題でほなくなフた。教

育政策や学校;経営をめぐる紛争が顕在化し継続したo しかし、学校経営者は、それに:対して、説

得力のある経営の理論的用意をする余裕がなかったのであるO

5 学校経営Uてなける目標達成論

NSSEの65年報のグッドラット叩 (John 1. Goodlad) (((よれば、知識の量的、質的問

i五iの急速な拡大vcいかに対処していくかの教育的諸問題児、最初の指導性を当時とり出したのは、

教育委員会や学校自体の経言者や教l却にちからではなかっアこ。学会などの会員、つまり学者や研

究者たちであったoi 6) たとえば学校数学研究会 CSchoo1 M;ミthematic Study Groupニ

SrvlSQ)、物理科学研究会 (Physicell Science Study Committec=PS SC)、そして

化学教育資料研究会 CChemical Education Materials Study =CHEMS)などが結

成された。つづいて、英語、経済、歴史、地理、人類学、社会学などの同様の研究グノレープが生

れたo とれらのグループの、教育知i識の変化に対処する理論的根拠は、学習?の目標と方法は、ま

ず学問的訓練から引き出されるものだが、基本的VC:1''1" 学習者(青少年)や社会の諸特質からの

み出てくるべきものである、との仮説Vて基づいたものであったo グッドラッドは氾濫するあらか

じめ全部のコースが完全児パッキングされているようなカリキュラム資料ぽ、たとえそれが即効

iめな効果を示すとしても、生徒や教師の多様な要求に適切に応えるものであるかどうか疑問だと

の立場ざととる。訴しい目標、内容、万法への仮説や理論的根拠を提示して、改警のフ3向を指摘し

たのである。

ととろが、学:佼経3(((潟しては、カーノレ・プライデンパワ (Carl Bridenlコaugh)が M偉大

な変化" (t he Gr e a t Mu t a t i 0 n) 1 7) と呼んだところの変化K対応する:学校経営者たちの迎

論的基礎は、大きく欠如してu、たのである。れ偉大な変化"κ対応した学校は、どく少数で、経営

の組織や運営は、依然として!日態を受け継いだものであった。 30 ~年代の経営その空まというと

とろもあって、学校経詮理論の貧困をさらけ出してい犬、新しいカリキュラムの構成と実施、ス

タップ陣容の再編成、教育施設の拡充などをめぐって、教育財源獲得のためK経営の万向と内容

を明示し、自主1'1を主張するととのできない学校が少なくなかったo

学校経営理論の貧困は、学校を単なる組織(0 I g 3n i z a t i on )として捉えて;レり、公共機凶

(institution)として認識する学校の本質と自標把握の点で、欠けていたからである。それ

がきびしいそして激烈な教育変化応対して、学校が、対応の万向と内容を明示して自主性を主張

しえなし、理由であった。

パーソンズ (Tolcott Parsons)は、「現代社会の構造と過程J (Structure and 

P r 0 c e s s i n Mo d e r n S 0 c i e t i e s )の中で、組織の王室長詰化の問題氏関連して、次のような見

解をとっている。 r組識にとって、まず基本的陀緊急な事項は、組織の呂r擦の達成、あるいは組

織の機能を展開するのに必要な諸資涼‘諸手段の獲得を図るととでbる。だから組織化=制度化
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C inst i tut ional izat ion) にとって必要なととは、それらの資源や手段子いか托して確'保

するかを考えることである。次氏組織は、制度化された手続き過程 Cinst itutional ized 

procedures)をもつべきものであろう。それによって、いろいろの手段が包標達成の不動の過

程となっていく。さらK最後児、そこ的工、組織への委任の限界を明確κ意義づけ、規制寸る制

度(組紙)的型 Ci n s t i t u t i 011 a 1 p a t t e r n s)があるべきだろう018) ノミーソンズのとの見解

は、組織を公共的な制度・機関として考えていくととを強調するもので、人の組織も含めて、あ

らゆる必要な資源と手段が、組織の白標達成比向けて働く意義と位置づけを重視する。そして他

の組織との対比 VCjシいてそれ自体が有するユニークな組織の型がなければならないというのであ

る。

組紋としての学校 CSchoo1 as a口 organization)について考えれば、学校は、公共的

機l認としての組殺であって、各構成員のそれぞれが有する価値が、自標的司って、在ぎこまれるも

のでなければならない、というのがパーソンズの介析からする帰結である。構成員とは、学校経

営者、教師、職員、学生(生徒)さら児学校をとりまく社会公共的一般の市民である。

ととろが、このような:学校経常の基礎を形成する王望論的把握が、 ぬま行われず、学校経営

の知的、学問的b、わば真空状態を生み出していた。そ ζへ多くの社会科学分野の理論家たちが、

なだれ込んで来るとと Vてなった。さら Vζまた各種の政府機関の経営者や学校教育とは異なった訓

練領域の代表者ーや特殊な会社企:業‘団体などの経話者たちが、学校経営の領域l疋進入してきたs

教育の他の分野の大学教授7こ払が言及し出したのはいうまでもなL、。そ ζでの注目すべき共通の

特色は、教育の目標の問題を:重要なものとしてかかげ、その決定の万法が力を入れて主張された

ととである。学校経誌におAける白標達成論(00 a 1 Ac c 0 m p 1 i s h m e n t i n S c h 00 1 Ad m i -

n i s t r a t i on )の展開である。

6. 教育課題解決の経営論の希求

さまざまな領域へからの学校教育への言及は、あるものは教育課程の再編成であり、あるもの

は教育方法の革新児触れるものであフたo.さら陀霞接、学校経営の再検討に迫るものもるれば、

学校論を総合的K展開するものもるったO それらの主張の中で、いか、ばんはなはだしいのが、イ

グ‘アン‘イリッチ C1 van 1 1 1 i c h )の f学校教育のない社会J C De s c ho 0 1 i n g S 0 c i e t y ) 

であろう O 彼は、守べての学校を排除し、そのあとをインフォーマノレで非義務的な教育手段のネ

ットワークで麓きかえようとする01ヲ)向じく、注目されるのが有名なチャーノレズ・シjレパーマン

CCharles Silberman) の「教育の危機JCCrisis in the Olassroom)である。彼

は、カーネギー財団の基金で、学校教育の検討をしたのだが、オープン‘クラスルームあるいは

インフォーマノレエジュケーションを評価し、学校教育の形態として選択しているO 20) 

グラッドラッドは、新しい学校教育の白擦が検討を経て適確な回答となって公表されるのは、

公立初等、中等段階の学校で使用するカリキュラム資料が当時改善される際児、すでに述べた各
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研究会を中心とする関係学会の活動の結果だとしているO 前述のように、教育学の各領域の研究

者や教授た払から、学校教育の目標や経堂のあり方についての言及がなされ、何らの発言もして

いないというものは学会関係では少ないという状i兄であったoポッフ・ハム(J a m es Pop ha叫

とベーカー (EVe:l Baker)は、組絞目標Uてついて60年代の中頃K活動するが、彼ら l疋よって

行われた行動自標樹立の運動は、多くの支持を得ている。 21) 以上のような多くの主浪花ともな

フて、各種のニュータイプの教育形態や学校が出現するのだが、オープンスクーjレととも児、オ

ノレタナティブ‘スクーノレなども公立学校の硬直した状態から脱け出る手段として発生したもので

あるO 無学年制学校もグッドラッドらによって徒唱されて急速K広がっていくが、新しい学校形

態であると同時花、全〈従来とは異なフた学校給iニ営め組織と運営を内容としたものだったのであ

る。教育活動の個人化、人間化と L、うだけでなく、学校経営学的托は、 j日態を脱し切れないで、

色迷していた学校教育の内容や方法、教職員組織、学校の物的条件に革命的な変革をもたらすも

のであった。リオーダン(Ro b e r t C. R i 0 r dぇn)κ よれば、 1972年までに、 オノレタナティ

プ・スクーノレあるいはフリースクール (FreeSchool)は、合衆国全国で、約 600VL達して

L、7こ0 22)

しかし、公教育の新しい目標、教育実践、経常形態 Vζ関する学問的理論的な興隆は、広大な合

衆国全体の地域的な広がりと公教育機関の数からい〈と、まだ決して多数を占めるものではなか

った。連邦政府機関は、必ずしも全面的な支持や協力をしたのではなかった。いわんやそれが教

育法規の上で、全国的K保障されていくというものではなかったのである。 学校口、伝統的な組織

編成下の、襲いかかる多くの問題Vて当面して、ぜいぜい科学的管理と人間関係論的学校:持設の域

Vと留まっていたのである。

冷戦下の国家安全花関する重大な不安を警告した 1)ッコーパー将軍の指摘ivてとたえて、国会は、

科学、数学、外国語の授業を:強調する「国家防衛教育法J (National Defens日}jdu c a t i on 

Ac t)を19 5 8年比制定する。 19 6 3年ーには職業教育法が出て、完全濯用法が再びみな必さ

れて、技術熟練者の庭用機会の拡充ととも K、経済的安定が重要な課題となってL、<0 6 5年に

は、 「初等‘中等教育法」が、教育的格差の解消をめざして、貧民地域の特別の教育計画を指令

している。これら一連の動向の中で、公教育の自擦をはなれて学校教青がありえないものであり、

その目標とは、社会的経済的目標K通ずるものであるととが提示され、ていく。

学校教育の日擦の上陀波及する多くのプレツシギーは、強力でしかもさまざまの回答や反応を

もたらした。しかし教育上のアカウンタピリティを確保する学校の実践を変化させるような力は、

それがたとえ有効なものであった場合でも、学校経雷者た払の無関心や無気力K よって、毛主々托

して無視されたり期待された成果を上げえなかったo ひきつづ〈人種差別問題、財政問題、教職

員運動、学生‘生徒の学校からの脱落といった諸問題に包囲されて、学校経営関係者は、経営の

理論や概念を考える蝦もなかった、というのが実状であっ Tこ。彼らは、起こって〈る問題の分類

や解説と手っとり平L、安易な救済策の適用K集中したのである。だから学校経営者た払に専ら歓

迎されたのは、有効な実践に演する i情報の交換だっTこ。反対托あまり歓迎されず評価もされなか
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ったのは、サイモンの意思決定理論をふまえて、グリフィスやヂィノレ CWi II i am R. Di 11 ) 

らによって主張されたシステムズモデノレ花関する王室論であった。23)

1 966年児カリフォノレニア州では、 PPBSの導入が行われた。しかし γステム理論を法律

のiゃに持払込んた、のを、良く吟味した上でのことではなしうわべだけの理解をと，なして受容し

たということで憤慨するものもあった。それは 7年後K廃止されてしまった024) スタンフォー

ド大学のマイクノレ句カースト CMichae1¥71/. Kirst)によると、 PPBSは、実践に組み込め

ないほど突は複雑なものだったのである。しかしシステムズモデノレは、文献の中K行きわたり普

及していった。システム王室論が、教育系大学院のスタップや研究会で、学校経誉理論構成[疋有効

な根拠を与えているのが最近の動向である。けれども「システムズアナ 1)シスは、それ自身の霊

25) 
みで、泥沼にはまり込むのを避けられないだろう J と一部きびしい克万があるのも事実であ

るO

i市記 本寺島工、とれで完結してはいなL、。しかし、すで托与えられた紙数を大きく越えている

ので、とこで切らざるをえなし、。 ζのあとは、いずれ穏をあらためて続けるとと比した¥， '0 

※ アメリカ学校経営の概念、についてeは、拙稿「アメリカ初等学校経営の組織機能の動向j、国

研紀要63集、 1968，と東京教育大学紀要第19巻「アメ 1)カ陀公ける地方学校区の再組織

の過程J1 973を参jJi?、。
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